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◇
本
庄
市
在
宅
医
療
等
推
進
協
議

　
会
条
例

　

本
市
の
現
状
に
即
し
た
在
宅
医
療
、

在
宅
介
護
等
の
推
進
に
つ
い
て
協
議
す

る
た
め
、
本
庄
市
在
宅
医
療
等
推
進
協

議
会
を
設
置
す
る
た
め
の
条
例
制
定
で

す
。

◇
平
成
２５
年
度
一
般
会
計
補
正
予

　
算
（
第
２
号
）

　

民
間
保
育
所
運
営
助
成
事
業
、
エ
コ

タ
ウ
ン
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
事
業
、
元

気
な
農
業
推
進
事
業
な
ど
の
予
算
と
し

て
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
億
１
３
５

３
万
５
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
そ

れ
ぞ
れ
２
７
３
億
９
５
０
３
万
１
千
円

と
す
る
補
正
予
算
で
す
。

◇
平
成
２４
年
度
一
般
・
特
別
・
企

　

業
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定
に

　
つ
い
て

　

地
方
自
治
法
及
び
地
方
公
営
企
業
法

の
規
定
に
よ
り
、
各
決
算
を
議
会
の
認

定
に
付
す
る
も
の
で
す
。
一
般
会
計
の

歳
入
決
算
額
は
２
７
４
億
６
７
０
６
万

３
５
２
５
円
で
前
年
度
比
４
・
９
％
の

減
。
歳
出
決
算
額
は
２
５
３
億
３
６
５

５
万
９
３
８
０
円
で
前
年
度
比
５
・
５

％
の
減
で
す
。

本
庄
市
在
宅
医
療
等

　
　
　
　
推
進
協
議
会
条
例

30
議
案
を
審
議

　
ど
な

　

９
月
定
例
会
で
は
、
請
願
２
件
を
慎

重
審
査
し
ま
し
た
。
そ
の
結
果
は
次
の

と
お
り
で
す
。

〈 

採
択 

〉

▽
日
本
政
府
に
核
兵
器
全
面
禁
止
の

　
た
め
の
決
断
と
行
動
を
促
す
た
め

　
の
意
見
書
の
提
出
を
求
め
る
請
願

　
書

　

提
出
者　

原
水
爆
禁
止
本
庄
市
協
議

　
　
　
　
　

会　
　

北
村　

晴
夫

〈 

不
採
択 

〉

▽
選
挙
用
ポ
ス
タ
ー
公
費
負
担
減
額

　
を
求
め
る
請
願
書

　

提
出
者　

矢
島　

孝
一

　
　
　
　
　

他
１
０
４
１
筆

　

９
月
定
例
会
で
は
、
議
員
か
ら
次
の

３
議
案
が
提
出
さ
れ
、
原
案
の
と
お
り

可
決
し
ま
し
た
。
な
お
、
可
決
し
た
意

見
書
は
、
国
会
及
び
関
係
行
政
庁
等
へ

提
出
し
ま
し
た
。

　平成２５年第３回定例会（９月定例会）を、８月２９日(木)
から９月２４日(火)までの２７日間の会期で開催しました。
　今定例会には、市長から、条例の制定・一部改正、平成２５
年度補正予算など１５議案が提出され、さらに、最終日には、
市長から平成２４年度決算認定を含む１２議案の提出、議員か
ら３議案の提出がありました。
　慎重審議の結果、平成２４年度決算認定の９議案を閉会中の
継続審査とし、それ以外の２１議案を原案のとおり可決しまし
た。ほかに、市長から５件の報告案件がありました。



議案番号等 件 名 付託委員会 議決の状況議決の内容

市　

長　

提　

出　

議　

案　

第55号議案 本庄市在宅医療等推進協議会条例 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第56号議案 本庄市税条例の一部を改正する条例 総 務 原 案 可 決 全 会 一致
第57号議案 本庄市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第58号議案 本庄市公民館設置及び管理に関する条例及び本庄市北泉地区農村文化センター設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第59号議案 本庄市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第60号議案 市道路線の廃止について 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第61号議案 市道路線の認定について 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第62号議案 本庄上里学校給食組合規約の変更について ― 原 案 可 決 全 会 一致
第63号議案 平成２５年度本庄市一般会計補正予算（第２号） 各 委 員 会 原 案 可 決 賛成多数
第64号議案 平成２５年度本庄市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第65号議案 平成２５年度本庄市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第66号議案 平成２５年度本庄市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第67号議案 平成２５年度本庄市介護保険特別会計補正予算（第２号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第68号議案 平成２５年度本庄市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 厚 生 文 教 原 案 可 決 全 会 一致
第69号議案 平成２５年度本庄市水道事業会計補正予算（第１号） 建 設 産 業 原 案 可 決 全 会 一致
第70号追加議案 総簡除）（仮称）市民プラザ跡地複合施設新築建築工事請負契約の締結について ― 原 案 可 決 全 会 一致
第71号追加議案 総簡除）（仮称）市民プラザ跡地複合施設新築電気設備工事請負契約の締結について ― 原 案 可 決 全 会 一致
第72号追加議案 総簡除）（仮称）市民プラザ跡地複合施設新築機械設備工事請負契約の締結について ― 原 案 可 決 全 会 一致
第73号追加議案 平成２４年度本庄市一般会計歳入歳出決算認定について 各 委 員 会 継 続 審 査
第74号追加議案 平成２４年度本庄市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 継 続 審 査
第75号追加議案 平成２４年度本庄市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 継 続 審 査
第76号追加議案 平成２４年度本庄市住宅資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定について 総 務 継 続 審 査
第77号追加議案 平成２４年度児玉都市計画事業児玉南土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 継 続 審 査
第78号追加議案 平成２４年度本庄市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について 建 設 産 業 継 続 審 査
第79号追加議案 平成２４年度本庄市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 継 続 審 査
第80号追加議案 平成２４年度本庄市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 厚 生 文 教 継 続 審 査
第81号追加議案 平成２４年度本庄市水道事業会計利益の処分及び決算認定について 建 設 産 業 継 続 審 査

出
議
案

議
員
提

議第10号議案 地方税財源の充実確保を求める意見書 ― 原 案 可 決 全 会 一致
議第11号議案「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保」のための意見書 ― 原 案 可 決 全 会 一致
議第12号議案 日本政府に核兵器全面禁止のための決断と行動を促すための意見書 ― 原 案 可 決 全 会 一致

市
長
報
告
案
件

報 告 第 ８ 号 専決処分（専決第６号）の報告について
報 告 第 ９ 号 専決処分（専決第７号）の報告について
報告第 1 0 号 平成２４年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率について
報告第 1 1 号 平成２５年度本庄市土地開発公社決算について
報告第 1 2 号 本庄市土地開発公社清算結了について
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◇
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
を
求
め

る
意
見
書
（
抜
粋
）

　

地
方
財
政
は
、
社
会
保
障
関
係
費
な

ど
の
財
政
需
要
の
増
加
や
地
方
税
収
の

低
迷
等
に
よ
り
、
厳
し
い
状
況
が
続
い

て
い
る
。
こ
う
し
た
中
、
基
礎
自
治
体

で
あ
る
市
が
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
や
ま
ち

づ
く
り
を
安
定
的
に
行
う
た
め
に
は
、

地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
が
不
可
欠
で

あ
る
。
よ
っ
て
、
国
に
お
い
て
は
、
下

記
事
項
を
実
現
さ
れ
る
よ
う
強
く
求
め

る
。

１
地
方
交
付
税
の
増
額
に
よ
る
一
般
財

　

源
総
額
の
確
保
に
つ
い
て

・
地
方
単
独
事
業
を
含
め
た
社
会
保
障

　

関
係
費
の
増
な
ど
地
方
の
財
政
需
要

　

を
、
地
方
財
政
計
画
に
的
確
に
反
映

　

す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
般
財
源
総
額

　

を
確
保
す
る
こ
と
。

・
特
に
地
方
の
固
有
財
源
で
あ
る
地
方

　

交
付
税
に
つ
い
て
は
、
本
来
の
役
割

　

で
あ
る
財
源
保
障
機
能
・
財
源
調
整

　

機
能
が
適
切
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う
増

　

額
す
る
こ
と
。

２
地
方
税
源
の
充
実
確
保
等
に
つ
い
て

・
地
方
が
担
う
事
務
と
責
任
に
見
合
う

　

税
財
源
配
分
を
基
本
と
し
、
当
面
、

　

国
と
地
方
の
税
源
配
分
を
「
５
：
５
」

　

と
す
る
こ
と
。
そ
の
際
、
地
方
消
費

　

税
の
充
実
な
ど
、
税
源
の
偏
在
性
が

　

小
さ
く
、
税
収
が
安
定
的
な
地
方
税

　

体
系
を
構
築
す
る
こ
と
。

・
個
人
住
民
税
は
、
そ
の
充
実
確
保
を

　

図
る
と
と
も
に
、
「
地
域
社
会
の
会

　

費
」
と
い
う
基
本
的
な
性
格
を
踏
ま

　

え
、
政
策
的
な
税
額
控
除
を
導
入
し

　

な
い
こ
と
。

・
固
定
資
産
税
は
、
市
町
村
の
基
幹
税

　

目
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
安
定
的

　

確
保
を
図
る
こ
と
。

◇
「
森
林
吸
収
源
対
策
及
び
地
球
温

　
暖
化
対
策
に
関
す
る
地
方
の
財
源

　
確
保
」
の
た
め
の
意
見
書
（
抜
粋
）

　

自
然
災
害
な
ど
の
脅
威
か
ら
国
民
の

生
命
財
産
を
守
る
た
め
の
森
林
・
林

業
・
山
村
対
策
の
抜
本
的
な
強
化
を
は

か
る
こ
と
に
加
え
、
二
酸
化
炭
素
吸
収

源
と
し
て
最
も
重
要
な
機
能
を
有
す
る

森
林
の
整
備
・
保
全
等
を
推
進
す
る
市

町
村
の
役
割
を
踏
ま
え
、
「
石
油
石
炭

税
の
税
率
の
特
例
」
に
よ
る
税
収
の
一

定
割
合
を
、
森
林
面
積
に
応
じ
て
譲
与

す
る
仕
組
み
の
構
築
を
強
く
求
め
る
。

◇
日
本
政
府
に
核
兵
器
全
面
禁
止
の

　
た
め
の
決
断
と
行
動
を
促
す
た
め

　
の
意
見
書
（
抜
粋
）

　

２
０
１
５
年
の
核
不
拡
散
条
約
（
Ｎ

Ｐ
Ｔ
）
再
検
討
会
議
に
向
け
て
核
兵
器

の
な
い
世
界
へ
の
行
動
が
直
ち
に
開
始

さ
れ
る
よ
う
、
核
軍
縮
・
廃
絶
と
安
全

保
障
に
か
か
わ
る
諸
機
関
で
、
日
本
政

府
が
目
標
を
分
か
ち
合
う
多
く
の
国
々

と
協
力
し
、
核
兵
器
全
面
禁
止
条
約
の

必
要
性
と
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
行
動

を
提
起
す
る
よ
う
要
望
す
る
。

平成25年第３回定例会提出議案等とその結果


